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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第53期

第２四半期連結
累計期間 

第54期
第２四半期連結

累計期間 

第53期
第２四半期連結

会計期間 

第54期 
第２四半期連結 

会計期間 
第53期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（百万円）  103,196  89,484  54,960  46,068  211,086

経常利益（百万円）  4,080  3,792  2,952  2,275  10,083

四半期（当期）純利益（百万円）  2,031  2,294  1,716  1,304  5,275

純資産額（百万円） － －  67,973  71,125  69,919

総資産額（百万円） － －  129,027  126,888  131,912

１株当たり純資産額（円） － －  1,242.60  1,303.74  1,281.60

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 37.25  42.08  31.46  23.91  96.72

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  52.52  56.04  52.99

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 3,406  2,672 － －  9,984

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △2,033  △1,915 － －  △3,823

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,417  △1,202 － －  △2,622

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  19,796  22,912  23,346

従業員数（人） － －  6,550  6,474  6,465
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 （注）  従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含むほか、嘱託・常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（派遣社員）は（ ）内に当

第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、当該臨時雇用者数には、当社グループ

内の派遣社員を含んでおります。 

（注） 従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、嘱託・常用パ

ートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（派遣社員）は（ ）内に当第２四半期会計期間の平均人員

を外数で記載しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 6,474(2,687)  

(2）提出会社の状況 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 5,855(2,495)  
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(1）生産実績 

 当社グループの事業内容は、主としてコンピュータシステム、通信システム及びネットワークシステムの設置、

メンテナンス、運用管理並びにシステムに関連する付属部品・周辺機器等の販売であり、事業全体に占める生産活

動は僅かであるため、生産実績については、記載しておりません。 

(2）受注状況 

 当第２四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
受注高

（百万円） 
前年同四半期比

 （％） 
受注残高 

（百万円） 
前年同四半期比

（％）  

プロアクティブ・メンテナンス事業  24,122  92.3  15,525  105.2

フィールディング・ソリューション事業  21,511  78.0  12,525  86.6

合計  45,633  85.0  28,050  96.0

事業の種類別セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

前年同四半期比（％）

プロアクティブ・メンテナンス事業 

（百万円） 
 24,913  95.3

フィールディング・ソリューション事業

（百万円） 
 21,154  73.4

合計（百万円）  46,068  83.8

相手先 

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日 

 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

日本電気株式会社  29,160  53.1  25,823  56.1

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1）業績の状況 

当第２四半期連結会計期間の連結業績（売上高・経常利益）  

                                      （金額単位：百万円） 

（経常利益におけるパーセント表示は、売上高経常利益率） 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、国内外での経済対策により輸出や生産の一部に持ち直しの動き

がみられたものの、内需の減少が継続し依然厳しい状況となりました。 

当社グループの主たる事業領域であるＩＴサポートサービス市場においても、金融商品取引法（日本版ＳＯＸ法）

施行に伴う内部統制強化に関連したセキュリティ・コンプライアンス対応やアウトソーシングなどの分野で需要はあ

りましたが、景気回復の遅れによる企業収益の悪化を背景としたＩＴ設備投資が減少したことで、顧客ニーズの多様

化とコモディティ化による企業間価格競争がさらに激しくなったことにより、当社グループを取り巻く環境は一層厳

しさを増しました。 

 このような環境の中、当社グループはＣＳ（Customer Satisfaction：お客さま満足度）とＣＳＲ（Corporate 

Social Responsibility：企業の社会的責任）を経営の基軸とした事業運営を実践するとともに、継続した費用構造

改革を更に推進することで堅実な成長の実現に向けた活動を積極的に展開してまいりました。  

 当第２四半期連結会計期間における売上高は、460億68百万円（前年同期比16.2%減）となりました。これは、保守

注力領域である協業などの増収はありましたが、景気の影響を受け易いシステム展開サービスやサプライサービスで

の需要が低迷したことに加えて、比較的景況に左右されにくい保守・修理サービスなどの保守既存領域や運用サポー

トサービス領域にまで影響がおよび減収となったことによるものです。  

 経常利益は、22億75百万円（前年同期比22.9%減）となりました。これは、保守既存領域および運用サポートサー

ビス領域での減収に伴う減益と、システム展開サービスやサプライサービスでの減収に伴う減益および利益率の悪化

によるものです。  

当第２四半期における主なトピックスは以下の通りです。  

＜ＣＳ活動＞ 

①ＣＳ向上活動に対する外部機関の評価 

・J.D. パワー アジア・パシフィック社（注1）が主催する「2009年日本ソリューションプロバイダー顧客満足度

調査(SM)」（注2）＜システム構築サービス ＳＭＢ市場＞において、2年連続で第1位の評価を獲得いたしまし

た。しかしながら、同調査の＜ハードウェア保守サービス分野＞では、前回調査に引き続き第2位となりまし

た。 

・日経コンピュータ誌が実施した「第14回 顧客満足度調査＜システム運用関連サービス部門＞」において、前回

調査に引き続き第２位の評価となりました。  

＜ＣＳＲ活動＞ 

① 文化支援活動と地域社会貢献活動への積極的な取り組み 

・ 世界遺産の保全と活用への取り組みを日本各地で展開する「世界遺産劇場（第十幕：姫路城、第十一幕：鎌倉

建長寺）」に継続して協賛いたしました。 

・ リペア本部が、約7年以上に亘り環境美化活動として通勤路清掃を続けてきたことが評価され、「平成21年度神

奈川県環境保全功労者賞」(注3）を受賞いたしました。 

② 環境保全に対する取り組み 

・ 地球温暖化防止（CO2削減）への取り組みとして、当社オフィス用品通信販売サービス「い～るでぃんぐ」のカ

タログを製作する際に排出されるCO2を、CO2削減クレジット(注4)によりオフセット(注5）する取り組みを開始

いたしました。  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

前年同期比 

  金額 増減率

売上高 54,960   46,068   △8,892 △16.2％

経常利益 2,952 5.4％ 2,275 4.9％ △676 △22.9％
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＜成長＞ 

① 組織および会社の統合 

・ 平成21年4月1日付で吸収合併いたしました旧ＮＥＣインフロンティアシステムサービス㈱の、機能集約を目的

とした全46拠点の統合については平成21年9月末に完了いたしました。 

・ 修理リードタイムの短縮や各作業工程の業務効率改善による生産性向上を目的として「大和テクノセンター

（リペア部門）」をロジスティクス部門の本拠地「あるパーツ川崎」に統合いたしました 

② 新サービス 

・ ロジテック株式会社との協業により、Logitec製NASを対象としたオンサイト保守サービスを提供するパッケー

ジ商品「LogitecWSSシリーズ SupportPack」をリリースいたしました。 

・ Expressサーバ導入時のハードウェア設置、ＯＳ・アプリケーションのインストールと設定など、運用までに必

要となる要素をパッケージ化した「サーバ導入パック」をリリースいたしました。  

(注1） 株式会社J.D. パワー アジア・パシフィックは、顧客満足度に関する調査・コンサルティングの国際的な

専門機関です。 

(注2) J.D. パワー アジア・パシフィック2009年日本ソリューションプロバイダー顧客満足度調査(SM)システム

構築サービス SMB市場：従業員100名以上1000名未満の企業3,187社からの回答による。ハードウェア保守

サービス：従業員100名以上の企業3,380社からの回答による。www.jdpower.co.jp 

(注3) 神奈川県として『環境整備・公害防止・自然保護及びその他の環境保全の伸展に務め、その業績が県民の

模範となるものを表彰する』と定義されており、神奈川県を6ブロックに分けそれぞれのブロックを構成す

る市町村からの推薦により、県が選考し、表彰に至るものです。 

(注4) CO2削減クレジットとは、「温室効果ガス(CO2等)を削減した結果」を、第三認証機関などが認証し創出さ

れる「削減した証」のことを示します。このCO2削減クレジットによりCO2を削減した量を売買することが

可能になり、購入することでCO2削減プロジェクトを支援することに繋がります。 

(注5) カーボンオフセットとは、日常生活や経済活動において避けることができないCO2等の温室効果ガスの排出

について、まずできるだけ排出量が減るよう削減努力を行い、どうしても排出される温室効果ガスに対し

て、排出量に見合った温室効果ガスの削減活動を支援することにより、排出される温室効果ガスを埋め合

わせるという考え方です。  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

[プロアクティブ・メンテナンス事業] 

                                        （金額単位：百万円） 

（営業利益におけるパーセント表示は、売上高営業利益率） 

売上高については、ＩＴベンダ各社との協業やソフトサポートといった注力領域と自主契約促進活動、販売店連

携強化などによる一部の既存領域での増収はありましたが、景気回復の遅れが継続する中、ＩＴ設備投資抑制に加

え、ビジネス未契約保守件数の減少などの影響により既存領域が減収し、249億13百万円（前年同期比4.7%減）とな

りました。 

営業利益については、保守作業の効率化推進に加え、継続して取り組んでいる生産革新活動を中心とした保守部

材費および機材関連費用の低減活動の効果により、36億91百万円（前年同期比5.7%減）となりました。 

[フィールディング・ソリューション事業] 

                                              （金額単位：百万円） 

（営業利益におけるパーセント表示は、売上高営業利益率） 

  前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

前年同期比 

  金額 増減率

売上高 26,146   24,913   △1,233 △4.7％

営業利益 3,916 15.0％ 3,691 14.8％ △225 △5.7％

  前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

前年同期比 

  金額 増減率

売上高 28,814   21,154   △7,659 △26.6％

営業利益 1,211 4.2％ 673 3.2％ △537 △44.4％
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売上高については、注力しているインターネットショッピング「い～るでぃんぐ」での増収はありましたが、シ

ステム展開サービスやサプライサービス、セキュリティ／ＶｏＩＰでの需要の減少とお客さまの内製化促進による運

用サポートサービスやヘルプデスクサービスでの減収により、211億54百万円（前年同期比26.6%減）となりました。

 営業利益については、運用サポートサービスやヘルプデスクサービスでの減収に伴う減益と、システム展開サービ

スやサプライサービスでの減収に伴う減益および利益率の悪化が影響し、6億73百万円（前年同期比44.4%減）となり

ました。  

(2）財政状態及びキャッシュ・フローの状況 

  当第２四半期連結会計期間末における総資産は1,268億88百万円となり、前連結会計年度末に比べ50億24百万円

減少しました。これは主に、仕掛品が13億75百万円増加したものの、受取手形及び売掛金が66億92百万円減少した

ことによるものであります。 

 負債は557億62百万円となり、前連結会計年度末に比べ62億30百万円減少しました。これは主に、支払手形及び

買掛金が61億35百万円減少したことによるものであります。 

 純資産は711億25百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億5百万円増加しました。これは主に、配当金の支払

いにより10億90百万円の利益剰余金の減少はあったものの、四半期純利益22億94百万円を計上したことによるもの

であります。 

 以上の結果、自己資本比率は56.0％となり、前連結会計年度末に比べ3.0ポイントの増加となりました。 

 また、当第２四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間の営業活動により増加した資金は15億56百万円となり、前第２四半期連結会計期間に

比べ6億25百万円増加しました。主な資金の増加要因は、売上債権の収入増（前年同期比34億43百万円増）等で、

主な資金の減少要因は、仕入債務や未払費用の支出増（前年同期比27億36百万円増）等であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間の投資活動により減少した資金は5億68百万円となり、前第２四半期連結会計期間に

比べ4億36百万円減少しました。主な支出の内容は、社内ＩＴシステム開発に伴う無形固定資産の取得4億29百万円

や有形固定資産の取得1億28百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間の財務活動により減少した資金は61百万円となり、前第２四半期連結会計期間に比べ

8百万円増加しました。主な支出の内容は、リース債務の返済57百万円であります。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は229億12百万円となり、前連結

会計年度末に比べ4億33百万円減少しましたが、前第２四半期連結会計期間末との比較では31億16百万円の増加と

なりました 

(3）対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4）研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は31百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、当社のリペア部門の保守用部品管理センターへの移転に伴い、新たな設備

を取得しております。取得した設備の主な内容は、次のとおりであります。 

提出会社  

 （注）金額には消費税等は含まれておりません。  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 

  

第３【設備の状況】

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容

帳簿価額(百万円) 

従業員数
(人) 建物及び構

築物 
工具、器具
及び備品 

合計 

当社ロジスティクス本

部・リペア本部 

（川崎市川崎区） 

プロアクティ

ブ・メンテナン

ス 

統合インフラ

整備 
513 41 555 260 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

該当事項はありません。  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  188,560,000

計  188,560,000

種類 
第２四半期会計期間
末現在発行数（株） 

（平成21年９月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成21年11月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  54,540,000  54,540,000
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数

は、100株であ

ります。 

計  54,540,000  54,540,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高 

（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成21年７月１日～ 

平成21年９月30日 
 －  54,540,000  －  9,670  －  10,161
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（注）所有株式数、発行済株式総数に対する所有株式数の割合とも表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

  

（５）【大株主の状況】

  平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

日本電気株式会社 東京都港区芝五丁目７番１号  20,300  37.22

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（住友信託銀行再信託分・日本電気

株式会社退職給付信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号  16,300  29.88

ＮＥＣフィールディング従業員持株会 東京都港区三田一丁目４番28号  2,124  3.89

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号  1,776  3.25

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）  
東京都港区浜松町二丁目11番３号  650  1.19

MELLON BANK, N.A. AS AGENT FOR ITS 

CLIENT MELLON OMNIBUS US PENSION 

(常任代理人 株式会社みずほコーポレー

ト銀行決済営業部) 

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108 

(東京都中央区月島四丁目16番13号) 
 609  1.11

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 

505019 

(常任代理人 香港上海銀行東京支店)  

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX 518 

IFSC DUBLIN, IRELAND 

(東京都中央区日本橋三丁目11番１号) 

 506  0.92

全国共済農業協同組合連合会  東京都千代田区平河町二丁目７番９号  474  0.86

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口９） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号  305  0.56

資産管理サービス信託銀行株式会社（証

券投資信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番12号  289  0.53

計 －  43,336  79.45
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 54,538,200  545,382 － 

単元未満株式 普通株式    1,300 － － 

発行済株式総数  54,540,000 － － 

総株主の議決権 －  545,382 － 

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有株式
数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＮＥＣフィールデ

ィング株式会社  

東京都港区三田一

丁目４番28号  
 500  －  500  0.00

計 －  500  －  500  0.00

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  1,105  1,150  1,334  1,377  1,504  1,490

最低（円）  980  1,026  1,109  1,253  1,268  1,330

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人

による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,611 7,646

関係会社預け金 ※2  15,300 ※2  15,700

受取手形及び売掛金 35,970 42,663

有価証券 494 490

商品及び製品 2,354 2,411

仕掛品 2,297 921

原材料及び貯蔵品 20,579 21,117

その他 9,515 9,074

貸倒引当金 △56 △64

流動資産合計 94,067 99,960

固定資産   

有形固定資産 ※1  4,993 ※1  4,463

無形固定資産   

のれん 544 643

その他 7,151 6,777

無形固定資産合計 7,696 7,421

投資その他の資産   

前払年金費用 12,760 12,695

その他 7,764 7,768

貸倒引当金 △394 △396

投資その他の資産合計 20,130 20,067

固定資産合計 32,820 31,952

資産合計 126,888 131,912

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 17,166 23,301

未払法人税等 1,725 3,037

賞与引当金 4,982 5,250

役員賞与引当金 18 21

ポイント引当金 1 12

その他 14,533 14,124

流動負債合計 38,427 45,748

固定負債   

退職給付引当金 16,328 15,256

その他 1,006 988

固定負債合計 17,335 16,244

負債合計 55,762 61,993
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,670 9,670

資本剰余金 10,161 10,161

利益剰余金 51,380 50,176

自己株式 △0 △0

株主資本合計 71,210 70,006

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △98 △91

為替換算調整勘定 △7 △17

評価・換算差額等合計 △105 △108

少数株主持分 20 21

純資産合計 71,125 69,919

負債純資産合計 126,888 131,912
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 103,196 89,484

売上原価 86,610 73,404

売上総利益 16,586 16,080

販売費及び一般管理費 ※1  12,805 ※1  12,174

営業利益 3,781 3,906

営業外収益   

受取利息 43 40

受取配当金 1 0

保険配当金 160 133

その他 181 97

営業外収益合計 386 272

営業外費用   

支払利息 3 10

未払消費税等修正損 46 －

事務所移転費用 － 197

事業統合費用 － 138

その他 37 40

営業外費用合計 87 386

経常利益 4,080 3,792

特別損失   

たな卸資産評価損 272 －

事業整理損 ※2  208 －

特別損失合計 481 －

税金等調整前四半期純利益 3,599 3,792

法人税等 ※3  1,536 ※3  1,500

少数株主利益又は少数株主損失（△） 31 △3

四半期純利益 2,031 2,294

2009/11/11 14:44:5309590856_第２四半期報告書_20091111144353



【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 54,960 46,068

売上原価 45,640 37,838

売上総利益 9,320 8,229

販売費及び一般管理費 ※1  6,406 ※1  5,953

営業利益 2,914 2,275

営業外収益   

受取利息 20 17

受取配当金 1 －

受取保険金 27 1

保険事務手数料 － 11

その他 44 13

営業外収益合計 93 42

営業外費用   

支払利息 2 5

租税公課 ※2  △13 △2

未払消費税等修正損 46 －

事業統合費用 15 36

その他 3 3

営業外費用合計 55 42

経常利益 2,952 2,275

特別損失   

事業整理損 ※3  10 －

特別損失合計 10 －

税金等調整前四半期純利益 2,941 2,275

法人税等 ※4  1,209 ※4  974

少数株主利益又は少数株主損失（△） 15 △2

四半期純利益 1,716 1,304
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,599 3,792

減価償却費 1,046 1,075

のれん償却額 60 99

たな卸資産評価損 272 －

有価証券償還損益（△は益） △11 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7 △9

賞与引当金の増減額（△は減少） △6 △267

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △3 △3

退職給付引当金の増減額（△は減少） △101 1,071

ポイント引当金の増減額（△は減少） － △10

受取利息及び受取配当金 △44 △41

支払利息 3 10

有形固定資産廃棄損 4 24

無形固定資産廃棄損 0 0

事業整理損失 208 －

売上債権の増減額（△は増加） 5,442 6,692

たな卸資産の増減額（△は増加） △816 △781

前払年金費用の増減額（△は増加） △855 △65

その他の資産の増減額（△は増加） △377 △422

仕入債務の増減額（△は減少） △4,479 △6,136

未払費用の増減額（△は減少） 412 △203

未払事業税の増減額（△は減少） △13 △16

未払消費税等の増減額（△は減少） 18 △345

前受金の増減額（△は減少） 1,439 1,010

その他の負債の増減額（△は減少） △38 △15

小計 5,752 5,456

利息及び配当金の受取額 43 42

利息の支払額 △3 △10

事業整理による支出 △96 －

法人税等の支払額 △2,290 △2,815

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,406 2,672

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入 11 －

有形固定資産の取得による支出 △189 △246

有形固定資産の売却による収入 － 0

無形固定資産の取得による支出 △1,870 △1,660

その他 15 △9

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,033 △1,915
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △0 －

リース債務の返済による支出 △31 △112

配当金の支払額 △1,362 △1,090

少数株主への配当金の支払額 △23 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,417 △1,202

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 11

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △45 △433

現金及び現金同等物の期首残高 19,815 23,346

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 26 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  19,796 ※  22,912
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更  前連結会計年度まで連結の範囲に含めておりましたＮＥＣインフロンティ

アシステムサービス㈱は、平成21年４月１日付けで、当社による吸収合併に

より消滅したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除いており

ます。 

 変更後の連結子会社の数 ５社    

２．会計処理基準に関する事項の変更 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

 請負工事高に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用

しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より

適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連

結会計期間末までの進捗部分についての成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見積は原価比例法）を、その他の工事

については工事完成基準を適用しております。  

 これにより、当第２四半期連結累計期間の売上高は84百万円増加し、営業

利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ8百万円増加し

ております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「事業統合費用」

は、営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。な

お、前第２四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「事業統合費用」は15百万円であります。 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

（四半期連結貸借対照表） 

 ①前第２四半期連結会計期間において、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「前払年金

費用」は、資産総額の100分の10を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。な

お、前第２四半期連結会計期間の投資その他の資産の「その他」に含まれる「前払年金費用」は12,092百万円であ

ります。 

 ②「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内

閣府令第50号）の適用に伴い、前第２四半期連結会計期間において、「商品」「製品」「半製品」として掲記され

ていたものは、当第２四半期連結会計期間は「商品及び製品」と一括して掲記しております。なお、当第２四半期

連結会計期間に含まれる「商品」「製品」「半製品」は、それぞれ1,453百万円、11百万円、890百万円でありま

す。 

（四半期連結損益計算書） 

 前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険事務手数料」

は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。な

お、前第２四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険事務手数料」は11百万円であります。 
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【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．一般債権（経営状態に重大な問題が

生じていない債務者に対する債権）の

貸倒見積高の算定方法 

 貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度決算において算定した貸倒実績率等の合理的

な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法  一部の子会社では、固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを

考慮した予算を策定しているため、当該予算に基づく年間償却予定額を期間

按分して算定しております。 

 なお、定率法を採用している会社については、年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定しております。 

３．経過勘定項目の算定方法  一部の費用については、合理的な算定方法により概算額で計上しておりま

す。 

４．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、経営環境等、かつ、一時差

異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末決

算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを使用してお

ります。 

５．連結会社相互間の債権債務及び取引

の相殺消去 

 連結会社相互間の取引の相殺消去に関しては、一定の合理的な方法により

実施しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産に対する減価償却累計額 

6,710百万円 

 ※１ 有形固定資産に対する減価償却累計額 

6,438百万円 

※２ 「関係会社預け金」は日本電気㈱グループの資金

効率向上をはかるための資金集中管理システムの当

四半期連結会計期間末残高であります。  

※２ 「関係会社預け金」は日本電気㈱グループの資金

効率向上をはかるための資金集中管理システムの当

連結会計年度末残高であります。 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

(1）給料手当 5,678百万円

(2）賞与引当金繰入額 1,188  

(3）退職給付引当金繰入額 218  

(4）貸倒引当金繰入額 69  

(5）役員賞与引当金繰入額 24  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

(1）給料手当 5,561百万円

(2）賞与引当金繰入額 1,086  

(3）退職給付費用 374  

※２ 光メディアのプレス生産業務の終結に伴う設備除却

費用等であります。 

  ２        ────── 

※３ 当四半期連結累計期間における税金費用について

は、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理によ

り計算しているため、法人税等調整額は、「法人税

等」に含めて表示しております。 

※３          同左 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

(1）給料手当 2,756百万円

(2）賞与引当金繰入額 600  

(3）退職給付引当金繰入額 109  

(4）貸倒引当金繰入額 51  

(5）役員賞与引当金繰入額 11  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

(1）給料手当 2,691百万円

(2）賞与引当金繰入額 513  

(3）退職給付費用 182  

※２ 「租税公課」の金額がマイナスとなっているのは、

第１四半期連結会計期間に発生した受取配当金等の源

泉税額を、一旦営業外費用に計上し、これを当第２四

半期連結会計期間において、「法人税等」に振り替え

たことによるものであります。 

 ２        ────── 

※３ 光メディアのプレス生産業務の終結に伴う設備除却

費用等であります。 

 ３        ────── 

※４ 当四半期連結会計期間における税金費用について

は、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理によ

り計算しているため、法人税等調整額は、「法人税

等」に含めて表示しております。 

※４          同左 

2009/11/11 14:44:5309590856_第２四半期報告書_20091111144353



  

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 

平成21年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 ２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

 ４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が第２四半期連結会計期間末

後となるもの 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  （平成20年９月30日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 6,796  

関係会社預け金勘定 13,000  

現金及び現金同等物 19,796  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  （平成21年９月30日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 7,611  

関係会社預け金勘定 15,300  

現金及び現金同等物 22,912  

（株主資本等関係）

普通株式  54,540,000株 

普通株式  528株 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月29日 

取締役会 
普通株式 1,090 20  平成21年３月31日  平成21年６月９日 利益剰余金 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年10月29日 

取締役会 
普通株式 1,090 20  平成21年９月30日  平成21年12月３日 利益剰余金 
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前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  

プロアクティ
ブ・メンテナ
ンス事業 
（百万円） 

フィールディ
ング・ソリュ
ーション事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  26,146  28,814  54,960  －  54,960

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 3  －  3  (3)  －

計  26,150  28,814  54,964  (3)  54,960

営業利益  3,916  1,211  5,127  (2,213)  2,914

  

プロアクティ
ブ・メンテナ
ンス事業 
（百万円） 

フィールディ
ング・ソリュ
ーション事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  24,913  21,154  46,068  －  46,068

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 0  －  0  (0)  －

計  24,913  21,154  46,068  (0)  46,068

営業利益  3,691  673  4,364  (2,089)  2,275

  

プロアクティ
ブ・メンテナ
ンス事業 
（百万円） 

フィールディ
ング・ソリュ
ーション事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  51,038  52,157  103,196  －  103,196

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 7  －  7  (7)  －

計  51,046  52,157  103,204  (7)  103,196

営業利益  7,103  1,003  8,106  (4,325)  3,781
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 当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、サービスの系列、市場の類似性等を考慮しております。 

２．各区分に属する主要品目 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

４．会計方針の変更及び会計処理の方法の変更 

 前第２四半期連結累計期間  

  (1)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．(2)に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実

務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間において、プロアクテ

ィブ・メンテナンス事業で営業利益が０百万円減少し、フィールディング・ソリューション事業で営業利

益が１百万円減少しております。  

   (2)リース取引に関する会計基準の適用 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．(3)に記載のとおり、所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができ

ることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引

に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減

価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間において、プロアクテ

ィブ・メンテナンス事業で営業利益が１百万円増加し、フィールディング・ソリューション事業で営業利

益が０百万円増加しております。 

  

プロアクティ
ブ・メンテナ
ンス事業 
（百万円） 

フィールディ
ング・ソリュ
ーション事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  49,368  40,116  89,484  －  89,484

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 0  －  0  (0)  －

計  49,368  40,116  89,484  (0)  89,484

営業利益  7,492  520  8,012  (4,106)  3,906

事業区分 主要品目 

プロアクティブ・メンテナンス事業 保守サービス 

フィールディング・ソリューション事業 
システム展開サービス、サプライサービス、 

運用サポートサービス 

消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額（百万円） 主な内容 

前第２四半期連

結会計期間 

当第２四半期連

結会計期間 

前第２四半期連

結累計期間 

当第２四半期連

結累計期間 
当社の総務部門・経理部門等の

一般管理部門に係る費用であり

ます。 
 2,213  2,089  4,325  4,106
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 当第２四半期連結累計期間 

 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

 請負工事高に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契

約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第

１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分についての

成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積は原価比例法）を、その他

の工事については工事完成基準を適用しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、フィールディング・ソリューション事業で売上高

が84百万円増加し、営業利益が8百万円増加しております。 

  前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至

平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

  本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。  

  

  前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至

平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,303.74円 １株当たり純資産額 1,281.60円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり四半期純利益金額 37.25円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり四半期純利益金額 42.08円

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期純利益（百万円）  2,031  2,294

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  2,031  2,294

期中平均株式数（株）  54,539,488  54,539,472

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり四半期純利益金額 31.46円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり四半期純利益金額 23.91円

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期純利益（百万円）  1,716  1,304

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  1,716  1,304

期中平均株式数（株）  54,539,472  54,539,472

（重要な後発事象）
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 平成21年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………1,090百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………20円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年12月３日 

 （注） 平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年11月10日

ＮＥＣフィールディング株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 小林 茂夫  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 浜田  康  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 構  康二  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＮＥＣフィール

ディング株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７

月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＮＥＣフィールディング株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月10日

ＮＥＣフィールディング株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 小林 茂夫  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 浜田  康  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 構  康二  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＮＥＣフィール

ディング株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７

月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＮＥＣフィールディング株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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